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株式会社QUICK

QUICKの会社概要と提供サービスのご紹介
弊社の事業内容とマーケット情報提供･投信ポートフォリオ提案サービスについて



Confidential

2
Copyright © 2021 QUICK Corp. All Rights Reserved.

株式会社QUICKについて

概要

設立 1971年10月1日
資本金 6億6千万円
代表者 代表取締役社長 近藤勝義
従業員数 688人
売上高 325億円（2019年12月）

事業内容 日本経済新聞社グループの
金融情報サービス会社として、
世界の証券・金融情報をはじめ、
政治・経済情報をリアルタイムで配信。

資産運用支援、注文執行業務の支援、
情報ネットワーク構築支援サービスなど
証券・金融市場に関連する
総合的なソリューションを提供。

導入状況
主な導入業種と社数

国内証券会社 146社
外資系証券会社 22社
運用会社（AM、投信委託会社等） 160社
官公庁、自治体、取引所、協会等 40団体
銀行系金融機関（メガ、信託、地銀･第二地銀等） 137社
信用金庫、信用組合、JA･信連等 350団体
生命保険、損害保険、短資会社等 56社
一般事業法人、学校法人等 800法人
マスコミ関係 30社
その他、市場関係等 300顧客

主なサービス別導入台数
証券系情報端末（PC、タブレット含む） 56,000台
資産運用関連サービス（シミュレーション等） 42,000ID
機関投資家系情報端末 4,300台
サイネージサービス（店頭大型表示等） 8,000台
その他（オンライントレード、データ提供等） 多数

QUICKは、日本経済新聞社のグループ会社です。

1971年に日本初の金融情報提供会社として設立されて以降、公正・中立な立場での「情報ベンダー」として、
プロフェッショナルから個人の方まで幅広いシーンに、QUICKならではの信頼性の高い情報をお届けしています。
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主な事業内容のご紹介

QUICKでは証券会社や銀行、信用金庫等、金融機関のお客さま向けのソリューション提供のほか、
デジタルサイネージやマスコミ向けの各種データ提供、また公正･中立な立場を生かした
独自のナレッジコンテンツの提供にも力を入れています。

１．金融機関向けソリューションサービスのご提供
リテール営業、ホールセール・運用部門への情報端末のご提供のほか、
オンライントレードやホームページサービスなどのカスタマイズサービスや
データ提供など、多様なサービスをご提供しております。

２．デジタルサイネージ向け情報提供
証券会社や銀行等、金融機関の店頭向けデジタルサイネージサービス
（大型表示）では、株価情報以外にも速報ニュースや指数・外国為替な
ど、幅広いコンテンツをタイムリーに配信しています。

３．マスコミへのデータ提供
「日経平均株価」をはじめとした日本を代表する指数の算出のほか、
各種経済データをマスコミ向けにご提供しております。
また、最近では各種メディアへの社員（研究員）の登壇など、
ナレッジコンテンツのご提供にも注力しております。 ▲ 資産運用研究所 研究員出演 情報番組

▲ デジタルサイネージ例
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資産運用コンサルティング業務の支援について

外訪先での面談

最新の情報提供

来訪者との面談

外訪前準備

店頭(事業所内) 外訪先(事業所外)

見直し検討

投資判断

お客さまの自主検討

情報の理解

PC･タブレットでの情報提供やお客さまへ配付可能なレポートなど、
お客さまの業務課題を解決するソリューションを提供しています。

資料配付提案検討

資産運用相談の業務におかれましては、対面でのコンサルティング以外に オンライン面談やデジタル化を推進し、
お客さまとの接点（接触）の強化に取り組まれていることと存じます。

QUICKは事業所内の業務から外訪先での対面営業、その他、証券会社や運用会社を通じたネットサイト等の
非対面チャネルに対し、資産運用コンサルティングの課題を満たす業務支援サービスを展開しています。
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本日ご紹介するサービス

QUICK LevelX r1（Qr1）

● リアルタイムな金融･経済情報と速報性の高いニュースをご提供
● 資産運用相談業務に必要なマーケットの情報をワンストップで完結
● 高い検索性と直感的な操作感
● 導入が容易なWebアプリケーション（ブラウザー利用サービス）

▲ Qr1トップページ

QUICK Asset Design Consultant 
投信ポートフォリオ提案サービス

▲ ポートフォリオ提案ツール 現状診断画面例

● 保有投資信託を投資対象、通貨、国別に分類･分析
● 分散投資を切り口とした現状診断が行えるツール
● リスク・リターンの改善を軸とした見直し提案
● 自社以外で購入の投資信託も分類・分析の対象

実際の画面にて詳細をご案内します。

提供画面例の案内資料にてご説明します。
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QUICKオリジナルの情報提供（主な事例のご紹介）

QUICKファンドスコア

▶ QUICKファンドスコア

QUICK ＡＩ株速報（ニュース）

▶ QUICK ＡＩ株速報

● 人工知能（AI）で株価の動き、企業業績を解析し、市場ウォッ
チャーが日常のルーティンで行っている銘柄探し等の行動を再現。

● AIが人（記者）よりも幅広い銘柄をウォッチし、ファンダメンタル
ズや取引の変化、テクニカルシグナルなど多様な材料を基に、 「今、
動いている銘柄」、「これから動きそうな銘柄」を知らせます。
（1日約100本の記事を配信）

● 投信を投資対象の資産別に15のグループに分け、その分類の中でど
のランクになるかを多角的な視点で相対評価し、個々のファンドに
1~10の総合スコアをつけています。

● スコアが10に近いほど同じ分類の中で他のファンドよりも評価が高
いことを示します。

● 長期投資に向く投信かどうかを５つの項目で分析する顧客本位の
ファンド評価です。
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QUICKの業務提携と今後の予定①

野村総合研究所（NRI）との合弁会社の設立について（2019年10月）

▶協業イメージ
（概念図）

QUICKと株式会社野村総合研究所（NRI）は、金融機関のリテール部門の業務効率化と金融商品販売の高度化を支
援する共同出資会社「株式会社Financial Digital Solutions」（フィナンシャル・デジタル・ソリューションズ：
FDS）を設立しました。

業務システムと情報サービスの連係を実現・標準化し、より一層お客さまにご利用いただけるサービスの創出に取
り組んでおります。新会社は、QUICKの高品質な情報とNRIの高度なソリューションを融合させた新しいサービスを
開発し、金融機関を中心とした環境変化への対応に貢献します。

FDS
(合弁会社)

QUICK
プラットフォーム基盤

NRI
プラットフォーム基盤

業務システム情報
顧客属性・預かり情報 など

ポートフォリオ分析情報
マーケット情報 など

連係型新ソリューションの創出
（利用者メリットの高い連係型サービス）

● 情報サービス提供の協業
● 業務システムと情報サービスの連係（企画中）
● その他、デジタル化を支援する新しいソリューション

の開発 など
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QUICKの業務提携と今後の予定②

日本資産運用基盤グループ（JAMP）との業務提携について（2020年4月）

▶主な画面イメージ

● ファイナンシャルプランニング
● ゴールベースプランシミュレーション
● アフターフォローの支援と管理

（FA／管理者向けダッシュボード）など

「ラップ契約内蔵型投信活用投資一任スキーム」による投資一任事業への参入・事業運営支援を提供する
株式会社日本資産運用基盤グループ（JAMP）とQUICKが協業し、個人向けファイナンシャルアドバイス（FA）
業務を支える新たなソリューションを開発、ご提供していきます。

資産運用領域における両社のノウハウや知見を組み合わせ、ゴールベースアプローチ提案や、アフターフォ
ロー重視のリレーション・マネジメントツールなど、顧客アプローチを支援する様々なソリューションを提供し、
資産運用アドバイス事業の拡大、および資産形成の促進に貢献して参ります。


